
 
 

 

業務フロー・コスト分析の結果を活用した業務改善の実例（平成 24 年度） 

平成 24 年度においては、施設・研修等分科会の要請に基づき、以下の事業

について、各機関が業務フロー・コスト分析を実施した。 

 

① 司法書士試験・土地家屋調査士試験（法務省） 

② 貨幣セット販売等業務（造幣局） 

③ 災害共済給付事業（日本スポーツ振興センター） 

④ 奨学金の返還金回収事業（日本学生支援機構） 

 

 上記事業は、業務フロー・コスト分析の結果、既に一般競争入札により民

間事業者への外部委託が行われ、民間事業者の創意工夫を活用していること、

事業規模が小さいこと等から市場化テストを実施する必要性が確認されなか

った又は市場化テストには適さないことから市場化テストの導入には至らな

かった。 

これらの業務については、業務フロー・コスト分析の結果を活用し、①特

定の事務区分へ集中している業務を効率的に処理するために一部業務のシス

テム化を検討（定型化）、②事業の質の維持、効率性、コスト削減、民間ノウ

ハウの活用等の観点から民間委託の拡大を推進（外注化）、③業務の役割と責

任を明確化し、業務量・業務内容等に応じた職員配置の適正化の検討（平準

化・適正化）④業務の効率性・平準化のために作業マニュアルの作成（定型

化）等の業務改善を行っているところ。 

なお、造幣局においては、業務フロー・コスト分析の結果を踏まえた業務

見直しの取組について中期計画において掲載している。独立行政法人におい

ては、業務改善の取組を年度計画、中期計画に反映させることが望ましい。 

 

〔参考１〕定型化の事例

 

（単位:人日） （単位：時間）
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1 実施計画作成 ○ ○ ○

2 ○○等作成 ○ ○ ○ ○

3 受付事務 ○ ○ 0.3 2.3 8.8 18.3 29.7 2.0 18.0 68.0 142.0 230.0

4 事前準備 ○ ○ ○ 1.4 5.4 36.8 13.7 57.3 11.0 42.0 285.2 106.0 444.2

5 ○○実施 ○ ○ ○ ○ 1.0 6.5 14.7 1.2 23.4 7.8 50.0 114.3 9.0 181.1

項目 業務担当 業務フロー
概算関与人日

（非常勤含む）
概算従事時間

（非常勤含む）

○○○業務

準備・起案等

準備・起案等

印刷・送付

打合せ

印刷・送付

準備・起案等

準備・起案等

説明・交付等

受付

確認作業等

整理作業等

報告

発送

説明・交付等

受付

確認作業等

整理作業等

報告

発送

準備・起案等

打合せ

発送

準備・起案等

打合せ 打合せ

確認作業 確認作業

準備・起案等

準備作業 準備作業

監督 監督 監督 監督

確認作業等 確認作業等 確認作業等

作成等 作成等

送付 送付

準備・起案等

特定の事務区分に業務が集中 

→効率化の観点からシステム化を検討 



 
 

 

〔参考２〕中期目標等への反映 

◆ 独立行政法人造幣局の中期目標（抄） 

 Ⅱ.業務運営の効率化に関する事項 

 １．事務及び事業の見直し 

（５）その他業務の見直し 

① 貨幣等販売業務の見直し 

貨幣セット販売業務については、公共サービス改革基本方針（平

成 24 年７月 20 日閣議決定）に基づき、業務フロー・コスト分析

の結果を踏まえ、事務・事業の質の維持や効率性、コスト削減、

民間ノウハウの活用等の観点から、外部委託の拡大を推進するも

のとする。 
 

Ⅲ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２．貨幣の製造等 

（３）貨幣の販売 

（前略）②通信販売以外の販売については、業務フロー・コスト分

析の結果を踏まえ、外部委託を拡大するとともに、商品設計にも反

映させることとする。 

 


